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Local residents carried out an experiment for collecting earthquake damage information, and exercises on fire 
extinction during an emergency drill in 2005. During the drills, local residents collected the damage-related 
information in the local area, which consisted of the three kinds of signboards showing “fire”, “collapsed house”, and 
“closed road”. They could efficiently collect the information, because they are acquainted with the local place very 
well. Therefore, if professionals from local government and the local residents work together under emergency 
situations, it is possible to efficiently collect the damage information.   
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１．はじめに 
1995 年阪神淡路大震災の教訓として，被害情報収集の

遅れが問題となった。このため国や多くの自治体では震度

計ネットワークを整備し、それをもとにした早期地震被害

推定システムを導入している。しかしながら被害推定の精

度が低く、実被害は大きく異なることが予想される。この

ため、膨大な実被害情報をいかに効率良く収集するかが大

きな課題となっている。そこで本研究では市と地域住民が

共同し、効率的な実被害情報を収集すると同時に、速やか

に発災対応型を行う一連の実験を行っている 1)-3)。2005

年度の実験に協力頂いた自治体と地域は、愛知県豊橋市と

同市の山田町・山田石塚町（以下、栄地区）、及び飽海町・

東田町西脇二区（以下、八町地区）の自治会である。豊橋

市では東海地震や東海・東南海連動地震を対象とした地震

被害想定を行っており、後者が発生した場合、死者が 150

～360 名、負傷者 3500～7500 名、全壊家屋 12000 棟、半

壊家屋が 23000 棟、出火件数は 50～150 件と推定されてい

る。なお八町地区では 2005 年８月に地域住民により Web 

GIS を用いた地域防災マップの作成を行っている。 

 
２．2005 年度被害収集・発災対応型訓練 

２・１ 実験概要 

図１に示すように 2005 年 11 月 20 日（日）に栄地区と

八町地区を対象として、地域住民による防災訓練を利用し

て、被害情報の収集と市との情報共有、および発災対応型

訓練を行った。地震シナリオとして午前９時に東海・東南

海連動地震が発生したという前提で、地域住民が地域の被

災状況を把握し、初期消火を目的とする発災対応型訓練を

行う。同時に地域避難所にて地域被災マップを作成の後、

同地の職員に報告する。同情報は長距離無線 LAN を用いて

市の災害対策本部に電送され、速やかに火災延焼シミュレ

ーション、住民避難シミュレーション、交通シミュレーシ

ョンが行われ、全情報は災害対策本部と避難所とで共有を

行うことを目的とした。さらに地域住民の協力が得られな

い場合を想定し、ICT を用いた情報ボランティアによる被

害情報収集実験も実施した。一連の実験のうち、地域住民

による被害情報収集と発災対応型訓練の報告を以下に行

う。 

 
２・２ 地域住民による被害収集・発災対応型訓練 
本実験では、まず防災訓練を開始する直前に、住民に分

からないように栄地域、八町地区をそれぞれ６グループに

分け、図２と図３に示す場所に火災発生と建物被害の看板

（B2 サイズとし３面で構成；写真１）を電柱に設置した。

さらに道路閉塞を３箇所設け、学生が看板を持って立ち、

住民には道路を迂回して頂いた。看板設置個数は６グルー

プで各２箇所ずつであり、２地区でそれぞれ１２箇所であ

る（図２、３）。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9 時に地震が発生したという想定で，住民が自宅から一

時避難場所（栄地区では栄小学校、八町地区では豊城地区

市民館）へ避難をはじめる（図１参照）。避難する際、看

板の設置位置と被害内容を記憶して頂き、避難所にて白地

図に情報を記入し、被災マップを作成して頂いた。また火 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災発生の看板を見つけたときは、看板に記載されている所

定の消火器（街頭消火器のみ）とバケツ（周辺住民から借

用）を集めて頂き、１０分以内に集められた場合は初期消

火成功とした。一方、避難所では参加者名簿の作成も御願

いした。なお八町地区の防災訓練では参加者が約 40 名と

少数であったため、６グループに別れ、全員参加で被災マ

ップを作成した。一方、栄地区では参加人数が約 200 名と

大人数であるため、６グループのリーダー各１名が情報収

集担当となり、被災マップを作成して頂いた。 
 
２・３ 実験結果 
被災マップ作成訓練について、まず八町地区では収集開

始から飽海町は 28 分、東田町西脇二区は 38 分でマップを

完成した（写真２）。設置した対象物は 12 ヶ所すべてにお

いて、看板に書かれた要救助者の有無の情報や発災対応型

初期消火訓練の結果を含め、全て正しく報告された。高精

度なマップが完成した理由として、住民が訓練内容をよく

理解していたこと、6つに分けた各グループが狭いため被

災情報が見つけやすかった点が考えらる。また参加者全員

で被災情報を探し、報告の際もグループ内の皆で情報を確

かめられたという点も完成度が高まった要因と考えられ

る。一方、栄地区では、収集開始から山田石塚町は 31 分、

山田町は４0 分でマップを完成した。設置した対象物 1２

ヶ所中報告がされたのは11ヶ所で未報告が1ヶ所あった。

報告された 11 ヶ所の中に、建物被害の場所を道路閉塞と

して報告された報告ミスが 1ヶ所あったが、これは看板に

使用した建物被害の写真が道路を閉塞しており、紛らわし

かったためであった。また火災被害に関してグループリー

ダーからの報告でない場所も 1ヶ所あったが、これは訓練

内容がうまくリーダーに伝わっていないためであった。い

ずれの地域でも報告された情報は、実際の設置場所と一致

しており、住民の協力があれば、被害情報を高精度に短時

間で収集できることが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

豊橋市役所 

豊城地区市民館 

栄校区市民館 

図 1 豊橋市の山田町・山田石塚町、飽海町・東田町西脇二区 

写真１ 被害情報看板の例（左：火災被害，中央：建物被害，右：道路被害） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 栄地区（山田町・山田石塚町）の被害情報看板の設置場所 

図３ 八町地区（飽海町・東田町西脇二区）の被害情報看板設置場所 



一方、初期消火訓練について、八町地区では６箇所、栄

地区で２箇所に火災発生の看板を設置したが、表１に示す

ように全ての地区で１０分以内に所定の消火器とバケツ

を収集することに成功した（写真２参照）。ただし、集め

られた消火器を調べると、看板の近くにあるにもかかわら

ず、物陰に隠れて発見できない場合も多々あり、今後の課

題となった（図４に一例を示す）。 

 
表１ 発災対応型・初期消火訓練の結果 

地区 グループ 要求 結果 収集時間

八町 
飽海 

１ 消火器２ 
バケツ４ 

消火器２ 
バケツ４ 

１分４８
秒 

八町 
飽海 

２ 消火器４ 
バケツ４ 

消火器４ 
バケツ４ 

３分５０
秒 

八町 
飽海 

３ 消火器３ 
バケツ５ 

消火器３ 
バケツ５ 

３分２６
秒 

八町 
西脇二区 

１ 消火器３ 
バケツ４ 

消火器３ 
バケツ４ 

６分２８
秒 

八町 
西脇二区 

２ 消火器３ 
バケツ６ 

消火器２ 
バケツ４ 

５分１０
秒 

八町 
西脇二区 

３ 消火器２ 
バケツ４ 

消火器２ 
バケツ４ 

４分１２
秒 

栄 
山田 

２ 消火器５ 
バケツ５ 

消火器８ 
バケツ５ 

９分４１
秒 

栄 
山田石塚 

３ 消火器４ 
バケツ６ 

消火器４ 
バケツ６ 

６分２３
秒 

 
２．おわりに 
今年度は、愛知県豊橋市と地域住民の協力を頂き、住民

参加による地域被害情報訓練および初期消火を対象とし

た発災対応型訓練を行った。昨年度と同様に住民の協力が

あれば、詳細な被害情報を精度良く短時間で収集可能であ

ることを確認した。 
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写真２ 初期消火訓練（上：山田石塚３）と被災
マップ作成訓練（下：八町地区・豊城地区市民館）

図４ 初期消火訓練における消火器の収集状況図 
（○は収集された消火器、山田２にて） 
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